
食育シンポジウム「豊かな地場産食材を学校給食へ」の概要

東北農政局岩手農政事務所

消費安全部消費生活課
１　開催状況等について
（１）日　時　平成20年6月25日（木）13時00分～16時20分
（２）場　所　アイーナ（いわて県民情報交流センター）７階アイーナホール
　　　　　　　（住所　盛岡市盛岡駅西通）　
（３）参加者　一般消費者（団体）、生産者（団体）、市町村、栄養教諭　合計250名
（４）議題内容等
　　ア　主催者あいさつ
　　　　　吉田　秀夫（東北農政局岩手農政事務所長）
稲葉　比呂子　氏（岩手県環境生活部副部長兼環境生活企画室長）
　　イ　基調講演
　　　　　講演　生き甲斐のある地域の創造
　　　講師　佐藤　幸也　氏（宮城学院女子大学教授）
　　ウ　事例発表
①「旬な野菜を地域の子供達へ」
　　～一関市大東地域の地場産供給について～
　　発表者　小野寺　健　氏（一関市大東農業技術センター　主任主事）
②「地域の食材を取り入れた給食を児童・生徒に」
　　～洋野町の食材いっぱい食べよう！の取組み～
発表者　嵯峨　潤子　氏（洋野町大野学校給食センター　栄養教諭）
　　エ　ディスカッション
コーディネーター
　佐藤　幸也　氏（宮城学院女子大学教授）
シンポジスト
　小野寺　健　氏（一関市大東農業技術センター　主任主事）
　嵯峨　潤子　氏（洋野町大野学校給食センター　栄養教諭）
　菊池　信一　氏（遠野市ＰＴＡ連合会会長）
　千葉　ひろ子　氏（奥州市教育委員会事務局　副主幹兼主任栄養士）
助言者
　佐々木　廣　氏（株式会社ＪＡシンセラ　取締役常務兼直売部長）
１　概要について
（１）主催者あいさつ
吉田所長（東北農政局岩手農政事務所）
　去る6月14日発生した岩手・宮城内陸地震で被災された方々に心よりお見舞い申し上げます。
　食育につきましては、毎年6月を食育月間と定め、全国的な国民運動として国や県、市町村、関係団体が連携してイベント等の広報啓発活動を重点的に実施しているところであり、本日のシンポジウムもその一環です。
　近年私たちの食生活はライフスタイルの多様化などにより大きく変化し、その結果生活習慣病の増加など様々な問題が生じています。こうした中、平成17年食育基本法が制定されました。基本法では、特に子ども達に対する食育は、心身の成長と人格の形成に大きな影響を及ぼし、生涯にわたって健全な心と体を培い、豊かな人間性を育んでいく基礎となるものと位置づけられており、本日のサブタイトル「豊かな地場産食材を学校給食へ」は、これからの食育推進において大変重要だと考えています。農林水産省としても米を中心とした日本型食生活の実践や地産地消の推進等を通じて食育の推進や食料自給率の向上に取組んでいるところですが、引き続き全力を尽くしてまいります。
　本日のシンポジウムでは、学校給食にスポットをあてて意見交換などをしていただくこととしております。豊かな岩手の食材を学校給食に活用することは、子ども達が農業を身近に感じ、自然の恩恵、食べ物に携わる人々への感謝の気持ちの醸成など様々な効果が期待されますが、課題も大きく、色々な障害を解決しなければならないのも事実であります。生産者や市町村の農業部門、学校関係者や給食センターなど関係者の連携が重要です。本日のシンポジウムにおいて、県内での取り組み事例の発表や来場者の皆様との意見交換を通じて議論を深めていただき、今後の取組みの参考にしていただければ幸いです。
　終わりに、皆様方の食育の取組みが地域の発展に寄与していくことを祈念いたしまして開会の挨拶とします。
稲葉室長（岩手県環境生活部環境生活企画室）
　このたびの地震では、全国から支援をいただいており深く感謝いたします。県としてもできるだけ早く被災された方々が今までの生活が取り戻せるよう全力を挙げてまいります。
　本日のテーマである地場産食材の学校給食について岩手においては、平成18年で重量ベースで52.6％が地場産になっており、これは平成16年より2.1ポイントの増加となっています。少しずつですが地場産食材の学校給食が広がっているところです。岩手の農林水産物を食べて子ども達が大きくなるということは、子ども達が岩手の旬、季節感を感じるということにもつながると思います。県産食材を学校給食に活用するということは大きな効果があると思っており、岩手県としてもできるだけ県産品を学校給食に提供できるよう進めていきたいと思っています。今日は事例発表もありますので、皆さんの地域でもこれを参考にしながら、県産品を学校給食に活用する取組みを進めていただければと思います。本日はよろしくお願いします。
（２）基調講演
佐藤　幸也　氏（宮城学院女子大学教授）
　地震の被災者の方々にお見舞い申し上げます。中越地震の時、避難所に行く機会があった。自衛隊や食品事業者などが避難所に食料品を届けていたが、避難している方は、一杯の暖かい味噌汁が一番ありがたいと言っていた。おにぎり、漬物、味噌汁の3点セットが一番心を和ませる、これが日本型食生活のすばらしさだと思う。食は命のかてであり、心をつなぎあわせるもの。私は食リョウのリョウを料理の料と書くのは好きではない。かての「糧」だと思っている。食と農、食育といって調理法や食材のみを強調する向きが多いが、食育とは命をつなぎ、人と人との心をつなぎ、生き甲斐のある地域を創造し、それを次の世代に引き継いでいくことである。この考えは私のオリジナルではない。岩手大学に勤務した際、お付き合いいただいた岩手の皆さんとのふれあいの中で思い至ったことである。岩手では食の文化、食の作法、技法、食の伝統が世代を越えて引き継がれてきている。また、朝鮮や中国の人々との交流をとおして盛岡冷麺やじゃじゃ麺が生まれた。岩手の食と農が生んだ心と体の健康は、医療におけるいわゆる「沢内方式」のように「自分たちの地域は自分たちで守る」という意識を醸成した。宮沢賢治の「いーはとーぶ」という理想郷は、賢治が岩手に生まれたからそういう発想を持ったとも言える。岩手の農協組織も単に生産振興ということだけでなく、一人一人の人間として地域に根ざしながら「自分たちのふるさとを守る」という活動してきている。岩手の食育はこうした岩手のすばらしさを体現するものだと思う。
　子どもたちへの食育も重要だが、高齢者の食事が意外に粗末になっているのではないか。少子高齢化の中で、一人暮らしや老人のみの世帯では、毎日の食事がおろそかになっている気がする。「自分だけ、自分たちだけだから、こんなもんでいい。」となったり、一人暮らしでは、寂しさから食欲も無くなってくる。青森では病院を開放して、高齢者が集まって食事をする機会を提供している例がある。今、レストランが併設されている産直が多いが、地域の高齢者が週に一度位集まってワイワイ、ガヤガヤ食事する機会をつくってはどうかと思う。
　レジメに「地場産学校給食によるマネジメントが子どもや地域を育む」と書いたが、私は、学校給食センターこそが地域の食育の拠点になると思う。学校給食法が数十年ぶりに改正され、地産地消の考え方を学校給食に取り入れることになった。戦後の学校給食は米国の輸出戦略に巻き込まれた。岩手では貧しさゆえに弁当を持ってこられない子ども達が多かったことから、「子ども達の笑顔が見たい」と地域で学校給食を支えた「すずらん給食」の歴史がある。こうした岩手の心は、日本民族の心である。学校給食の歴史から、食糧援助についても欧米型援助ではなく、地域で自立することを可能にする日本型食糧援助の考え方も標榜することができる。だからこそ、作り手が流した汗が正当に評価される価格での流通が必要である。買い叩きはあってはならないという意識を消費者は持つべき。格安な外国産農産物がどのように流通しているのかに思いをはせるべき。アジア・アフリカの人々は外国に農産物を輸出して豊かになったのか。一方、今、穀物や飼料が高騰している。肥料も手に入りにくくなってきている。日本だけでなく、世界のそれぞれの地域で食料自給の取り組みを進めないと世界は滅びてしまう。飽食の時代は終焉を迎えている。国民総ぐるみによる食料主権の確立と環境保全、循環型社会の形成が求められている。
食品産業という面で言えば、食に由来する家計支出は日本全体で約100兆円、その内3兆円しか生産者の手元に入っていない。地場食材を使った給食については「割高」というイメージが強いが、調べているうちに、やり方によってはコストダウンにつながるのではないかと考えるようになった。学校給食を完全米飯給食化すれば減反は不用になるし、「米はおいしい」ということに子ども達が気づくということで、給食での消費以上に米の消費拡大そのものに大きな効果が生まれる。学校給食は大きなバイイングパワーを持っている。本気で取り組めば地元に多くの金が落ちることになる。これは、地域産業の担い手確保だけでなく、その地で生み、育て生活していく人間が確保され、地域そのものが活性化することを意味する。
　私は、学校給食センターを地域の「食育センター」とすることを提言する。少子化で給食の数は減っても、幼稚園や高齢者施設などの地域のニーズに対応していく。子供たちの農業体験なども含め、これまで培ったノウハウに栄養士さんや食生活改善推進員さんなどの力も加え、学校給食を地域の活性化に生かすときである。
（３）事例発表
①　小野寺　健　氏（一関市大東農業技術センター　主任主事）
　去る6月14日に発生した岩手・宮城内陸地震では皆様から多大な激励や支援をいただき、被災地である一関市の一職員として厚く御礼申し上げます。
学校給食は、子ども1人あたりの年間の食事数からすれば15％程度を占める。学校給食法が改正され、食育に関することが新たに加えられた。岩手県の学校給食に県産食材の占める割合は、冒頭の県の室長さんから話があったが、一関地方は58％と県平均より割合が高くなっている。大東地域は平成17年9月に合併した新一関市の北東部に位置し、幸い地震の被災はなかった。山林面積が多い中山間地帯であり、農家1戸当たりの耕地面積は少ないが畜産が盛んであり、水田、畜産、園芸の複合経営が行われ、環境保全型農業に取り組んでいる。学校給食への地場産農産物の供給は、昭和62年から開始した大東町産直の会の単独供給の時代、平成16年からの、3団体で構成する大東町地産地消ネットワーク協議会として供給した時代をへて、今年5月に大東地産地消ネットワーク協議会を立ち上げ、隣接する東山地域も含めた取り組みを開始した。
　新組織設立は、老朽化した大東、東山地域の４つの給食センターの統合がきっかけであり、統合給食センターは、小中学校、幼稚園、へき地保育所、児童館の１８施設、一日約2,100食を供給するということで、統合給食センターに地元農産物を供給していくに当たって、納入組織の一本化、生産者による納入組織の運営、地元農産物の優先供給と単価協議、納入品種・規格の統一、栽培基準の統一の5点が検討課題となった。納入組織は「大東地産地消ネットワーク協議会」に一本化し、協議会の運営についても協議を重ねて生産者自らが事務局を担うこととした。単価協議については、市場価格を勘案した単価案を生産者が提示し、利用側が回答するという単価協議を年1回行うこととした。品種や規格については、「出荷品種・規格表」を作成しながら、現物を前に栄養士と生産者が話し合う「納入規格勉強会」を行っている。栽培基準については栽培記録を記帳しながら「岩手県版ＧＡＰ」の実践に取り組んでいる。今後の課題としては、供給量確保のための栽培品目の特定、計画的な栽培体制の確立、個々の生産者が対応できない場合の対応として集落営農組織や農家組合を巻き込めないか、大東・東山以外の地域との広域的な連携調整機能の確立が挙げられる。
　学校給食に地場産農産物を供給するために必要なのは、供給側と利用側の信頼関係の醸成やきめ細かな情報交換、生産者側が付加価値のある商品を売り込むという自覚を持つこと、生産者も食育を意識することなどである。また、食育はまず家庭からであり、食事を通した家族団らんが重要ではないか。
②　嵯峨　潤子　氏（洋野町大野学校給食センター　栄養教諭）
　洋野町は、旧種市町と旧大野村が平成18年に合併して誕生した2万人の町である。洋野町には種市・大野それぞれに給食センターがあり、大野給食センターは、大野地区の小中学校と県立高校、児童館の8施設に約900食を供給している。大野地区は木工が盛んで、学校給食の食器にも使用され、子供達に喜ばれている。大野地区では地元農産物に付加価値を付けて販売する取り組みとして、とうふ、そば・うどん、漬物、パンを４つの工房で生産・販売している。
　これまでの地産地消の取り組みとしては、「不思議の国の北リアス学校給食の日」がある。これは、久慈地方振興局と連携して、振興局管内すべての小中学校で年4回地域の特産品をメイン食材として実施し、生産者も学校に来て子供達に栽培の苦労話などをする出前授業も行っている。また、平成18年度からは、「洋野町味自慢給食」として毎年7月に地元食材のウニ、ほうれん草、しいたけなどをふんだんに使った給食を町長や教育長も招待して実施している。全国学校給食週間の取り組みでは、郷土食である、「ひっつみ」、「けぇの汁」などを給食の献立に取り入れている。ちなみに、けぇの汁の「けぇ」は「かゆ」の訛りで野菜を細かく切ったものが具材の味噌仕立ての大野地域の郷土食。
　県産食材の利用率は、平成18年度で久慈地域は47.2％、生鮮野菜に限ると県平均33.5％に対して、久慈地域で27.2％、大野地区では4.0％となっている。県産食材の利用率が低い理由としては、地元の野菜を集荷している納入業者がないこと、仕入先が距離的に近い青森からとなっていること、地元野菜は首都圏向けに生産販売されており価格が高めであること、量を確保できないことなどが挙げられる。給食センターでは以前から生産者に地元野菜の学校給食への利用を働きかけていたが、既存の納入システムでは解決できなかった。昨年、学校給食に対する食材の安全安心の関心の高まり、地産地消と食育推進、一次産業の振興といった観点で久慈地方振興局農政部と話し合いを行いながら、産直施設の「おおのゆうきセンター」に納入業者団体の大野給食協会への入会を勧めるなど、体制作りを進め、今年1月から「おおのゆうきセンター」が学校給食に食材を納入する体制が整った。給食センターと「おおのゆうきセンター」だけでなく、洋野町の教育委員会・農林課、久慈地方振興局農政部、久慈農業改良普及センターが連携し、取り組みを進めている。20年度の取り組みでは、毎月15日を「おおのっ子学校給食の日」として大野の食材を取り入れた献立を実施し、農業体験で児童が収穫した野菜を学校給食に使用する取り組みや生産者との意見交換では給食センターの見学なども行っている。意見交換で、給食センター側の要望として、毎日少量で多種類の野菜が必要であること、規格や包装はスーパーに出荷するような状態にしなくてもいいことなどを伝えたところ、生産者からは、今までは自分の都合に合わせて栽培していたが、給食センターの需要を考えて作ることにしたい、産直の仲間同士で調整すれば量的にも対応できる、使用する時期、量を早めに知りたいといった考えが示されている。また、パン工房で作られている雑穀パンを「おおのっ子学校給食の日」に使用することを検討しているが、雑穀パンは味は上々であるが、価格的に原価ぎりぎりとなってしまうこと、一度に大量に作れないことなどが課題となっている。
　これからの取り組みとしては、大野地区のパン、そば、漬物、豆腐４工房との検討会や夏休み中に地区内の学校栄養士と産直会員の合同研修会を行なうほか、児童・生徒、家庭、地域への啓蒙活動などを行っていくこととしている。野菜の量と種類の問題や価格の問題、子供たちと生産者の交流のあり方など課題も多いが、毎日が「おおのっ子の日」になるように、また、洋野町内すべての子供達に地域の食材を食べさせたいという夢の実現に取り組んでいきたい。
（４）ディスカッション
コーディネーター（佐藤宮城学院女子大学教授）
　ディスカッションから参加される３名の方から自己紹介をお願いします。
菊池　信一　氏（遠野市ＰＴＡ連合会会長）
　遠野市は小中学校合わせて18校。中学校の統合再編が問題となっている。また、給食センターの老朽化も課題となっている。先日、給食センターについての説明会があったが、親としては給食の質が落ちてしまわないかということが最も懸念される。私が子どもの頃、遠野では給食は小学校だけだった。中学2年のときに中学校でも給食が始まった。私が通った小学校は当時は給食センター方式ではなく自校炊飯だったので、好きなおかずの時には何回もおかわりできた。また、「嫌いなものでも残さず食べなさいと」厳しく指導されたという思い出がある。給食のおかげで好き嫌いがなくなった。「給食に地場産食材を」ということであるが、地場産であればどんなものでも良いということではなく、安全でおいしいものをできれば安い価格で供給していただければ親としてはありがたい。
千葉ひろ子　氏（奥州市教育委員会事務局副主幹兼主任栄養士）
　教育委員会で、給食と保健を担当している。今年から幼稚園の教育要領に食育が掲げられた。幼児期からの食育については奥州市としては従来から取り組んできたが、幼稚園の先生方はさらに一生懸命頑張っている。奥州市の学校給食の基本理念は、「安全安心なおいしい給食を実施し、食生活の基礎、基本を身につけ、生涯にわたって心身ともにたくましい元気な次代を担う奥州っ子の育成」である。具体的には、各学校に学年ごと、教科ごとの食に関する年間指導計画策定、ＰＴＡ、食生活改善推進員、環境アドバイザー、地元生産者など家庭と地域の連携の強化、栄養教諭、食育担当者、給食調理師等への研修の実施の三本柱で進めている。
　子供たちは給食の時間が大好きである。給食も学習の一部ではあるが、子供たちが笑顔で給食の時間をすごせるよう私なりに役割を果たしていきたいと思っている。
佐々木　廣　氏（株式会社ＪＡシンセラ取締役常務兼直売部長）
　ＪＡシンセラはＪＡ岩手中央100％出資の子会社で、ＪＡ本体がなかなか実施できない地産地消を子会社であるシンセラが受け持つという形で直売運営、食材加工、食育、学校給食への食材供給などを行っている。詳しい内容について知りたい方は後で会社に問い合わせていただければと思う。
コーディネーター（佐藤宮城学院女子大学教授）
　菊池さん、保護者の立場では地場産学校給食の良さはどういうところだと思いますか。
菊池　信一　氏（遠野市ＰＴＡ連合会会長）
　やはり、子供たちが生活の中で目にしている田んぼや畑でとれたものを食べるということで、安心感がある。
　
コーディネーター（佐藤宮城学院女子大学教授）
　遠野も豊かな田園が広がる地域ですが、地場産の農産物は学校給食にそれほど使われていません。理由は何だと思いますか。
菊池　信一　氏（遠野市ＰＴＡ連合会会長）
　最終的にはコストの問題だと思う。
コーディネーター（佐藤宮城学院女子大学教授）
　嵯峨さん、農業地帯でも地場産農産物がなかなか学校給食に利用できない中、洋野町のような耕地が狭く、食材を十分地元で確保できない地域で、それを克服するため、どういう手立てをとっていますか。
嵯峨　潤子　氏（洋野町大野学校給食センター　栄養教諭）
　洋野町はすぐ隣が青森県なので、食材を青森から仕入れる場合が多い。そのほうが安い場合もある。地場産農産物については、地域にあるものを使おうということで、洋野町ではほうれん草の畑が多いので、農家の方と相談して市場に出す規格に合わないものを学校給食に活用するなどしている。
コーディネーター（佐藤宮城学院女子大学教授）
　規格外のものを使うとなると、給食センターとしては困難な面もあるのではないですか。
嵯峨　潤子　氏（洋野町大野学校給食センター　栄養教諭）
　調理する側からすると規格外といっても長さで言えば、長いものと短いものが混じっていると使いにくいが、長くなりすぎて市場に出荷できないものでも、長さが揃っていれば十分使える。また、市場に出す場合は、袋に入れなければならないが、給食センターに出す場合はそういう手間はいらないということもある。
コーディネーター（佐藤宮城学院女子大学教授）
　今のお話の中から2つの方向が可能性として見出せると思う。青森県と岩手県の学校給食会が連携してお互いのいいものを融通しあうことができないかということが一つ。もう一つは規格外のものでも、食材加工業者などを介してプレカットなどができれば、給食センターでの利用が広がるのではないかということである。
　今度は、比較的うまくいっている例ということで、奥州市、一関市の状況を伺いたい。まず始めに食材の入札についてはどのように行っていますか。たとえば地場産のものが入札で高い価格になった場合などの対応についてどうされていますか。小野寺さん。
小野寺　健　氏（一関市大東農業技術センター　主任主事）
　従来、大東学校給食センターでは、生産者単価という形で生産費を考慮した価格を学校側に提示する方式で行ってきた。給食センターの統合に当たって入札方式の導入も検討したが、地元の農産物でも付加価値のついた、例えば農薬や化学肥料を2分の1減らした特別栽培の野菜であれば大いに欲しいということになり、先ほどの報告でお話した市場価格を勘案した値決め方式とした。1年ごとに見直すこととしているが、地場農産物については入札方式はとらない方向である。
コーディネーター（佐藤宮城学院女子大学教授）
　千葉さん、いかがですか。
千葉ひろ子　氏（奥州市教育委員会事務局副主幹兼主任栄養士）
　奥州市でも地場農産物については、入札方式はとらず、生産者の方に事情をお話しながらお願いして良心的な価格を設定してもらっている。行政やＪＡからの補助等をお願いしているが、野菜については今のところ補助はなく、生産者の方の気持ちに支えられている状況である。
コーディネーター（佐藤宮城学院女子大学教授）
　お互いに情報交換しながら相互理解のうえで進められているということだと思いますが、そうした情報交換はどのようにしていますか。
千葉ひろ子　氏（奥州市教育委員会事務局副主幹兼主任栄養士）
　栄養士さんのブログや「給食だより」で伝えている。特に「給食だより」は盛り沢山の内容となっており、生産者の写真や栄養士が畑に出向いて「今この位に育っている」といった情報も保護者に伝えている。生産者の方からも栄養士に「このようなものは使えるか」といった相談も多いと聞いている。
コーディネーター（佐藤宮城学院女子大学教授）
　それでは、会場の皆さんからもご質問やご意見をお願いしたいと思います。
消費者友の会　村上　氏
　盛岡市の食料自給率は26％と聞いている。中学校でも高校でも食育をしっかりやっていかないとこれからどうなってしまうのかという思いがある。農業後継者の問題もあり、地場産農産物の供給が10年後にはどうなるかという声も出ている。佐藤先生からは、岩手の食育について大変高く評価していただいた。その期待に答えて益々取り組みを進めていきたいと思う。
コーディネーター（佐藤宮城学院女子大学教授）
　貴重なご意見をうけたまわりました。岩手においてはＪＡさんも県庁など行政の皆さんも現場に出向いて懸命に取り組んでいる。うちの子供たちは「岩手はいいなあ」と言っている。
釜石の産直グループ　阿部　氏
　地元の産直で給食センターに食材を供給しているが、既存の納入業者との関係をうまくやらないといけないと感じている。既存業者とのバランスについてどのようにされているか伺いたい。
嵯峨　潤子　氏（洋野町大野学校給食センター　栄養教諭）
　洋野町では種市と大野にそれぞれ納入業者の協会がある。大野給食協会では、地元農産物を供給する産直も協会に入って入札に参加している。入札の連絡の際に、大野産だいこん○○㎏、それ以外○○㎏と出して、価格と量を見ながらどこのものを使うか決めている。
千葉ひろ子　氏（奥州市教育委員会事務局副主幹兼主任栄養士）
　奥州市では第一に地元産を使うこととし、足りない分を地元の業者から仕入れている。業者の方が価格的には安い場合が多く、悩みが多い。
釜石の産直グループ　阿部　氏
　産直では年間通して供給することはできないので、既存業者との取引は必要だと思う。様々な利害関係もあると思うがその辺はどうか。
コーディネーター（佐藤宮城学院女子大学教授）
　私からお答えするが、学校給食が始まって50年以上になる。様々な関係ができているのは事実だが、食育基本法が施行されるなど、学校給食を巡る状況が変化をしてきている中で、既存の納入業者の意識もかなり変わってきている。「日本の学校給食は日本の食材で」という意識が広がってきている。産直で食材を供給していく上で様々な障害を感じることもあると思うが、くじけずに頑張っていただきたい。
奥州市　高橋　氏
　学校に食材を供給している生産者の一人である。地元で産直を立ち上げる際、学校給食に供給することも視野に入れて検討した経緯がある。大東町では供給組織の事務局を生産者が担当しているということだが、事務局体制は何名で、日当などはどうなっているか教えて欲しい。
小野寺　健　氏（一関市大東農業技術センター　主任主事）
　供給組織の事務局をどこが担うかは議論になった。以前は行政が事務局を担っていたが、行政は経費節減の関係から対応できないということで生産者に担ってもらうことにした。事務局は産直センターひがしやまの店長が担当している。事務費は農家が支払う手数料を少し上げて捻出することとした。年間20万円ほどの賃金で対応している。
コーディネーター（佐藤宮城学院女子大学教授）
　ここで、これまでの議論について佐々木さんからご助言いただきたい。
佐々木　廣　氏（株式会社ＪＡシンセラ取締役常務兼直売部長）
　地場産食材を学校給食に供給するには色々難しい課題があるが、成立するポイントは３つあると思う。
　第一に、「地場産食材を学校給食に」というと、畑から直接食材が給食センターに行くような錯覚があるが、実際には流通経費が発生する。それを誰が負担するかという問題がある。全て生産者負担では、最初は「地域の子供たちのため」ということで頑張れるが、無理は長続きしない。ビジネスとして成り立つような仕組みが必要である。
　第二に、栄養士さんの熱い思いが必要である。給食の献立を考えるのは栄養士さんであり、生産者は受身の立場になる。「地場産のものを子供達に食べさせたい」と心底思っていなければできない取り組みである。
　第三に、お互いの情報交換をしっかりやるということ。生産者、栄養士、行政等それぞれの情報を共有することが必要である。先ほど農業後継者の問題について話された方がいらっしゃったが、第一次産業である農業者は3人で97人の消費者を養っている状態だと言われている。その3人のうち、一人は60歳以下、一人は60歳から75歳、  もう一人は75歳以上のいわゆる後期高齢者という状況である。10年後はどうなるのか、地場産食材が欲しいといって手に入るのか。みんなで考えていただきたい。
コーディネーター（佐藤宮城学院女子大学教授）
　ありがとうございました。それでは最後に皆さんから一言ずついただいて閉会としたいと思います。
小野寺　健　氏（一関市大東農業技術センター　主任主事）
　今農家がかなりやる気になっている。しっかり支援していきたい。
嵯峨　潤子　氏（洋野町大野学校給食センター　栄養教諭）
　引き続き、産直関係者を始め関係機関としっかり連携して進めていきたい。
菊池　信一　氏（遠野市ＰＴＡ連合会会長）
　遠野市では新しい給食センターができる。そのような給食センターとなるのかきちんと見届けたい。私の娘は中学3年で私自身はＰＴＡは今年限りであるが、きちんと引き継いでいきたい。
千葉　ひろ子　氏（奥州市教育委員会事務局　副主幹兼主任栄養士）
　生産者を始め関係者の意識が変わってきている。学校給食に関わる人たちとの交流を大切にして進めていきたい。
コーディネーター（佐藤宮城学院女子大学教授）
　未来につながる学校給食の姿が見えてきたと思います。また、皆さんと会える日を楽しみにしています。ありがとうございました。　
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